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「戦争法案」強行採決を許さない
安倍政権と自民、公明の与党は、１５日ー１６日「戦争法案」の衆院採決強行へ向けて動きを具体化させています。圧倒的な国民の批判（反対が約６割、政府の説明が不十分との声が約８割）と専門家による違憲の指摘（衆院憲法審査会での憲法学者や衆院安保特別委の参考人質疑での元内閣法制局長官）を無視して突き進む言語道断の動きです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ１３日開かれた特別委の中央公聴会では公述人５人のうち、野党推薦３人が「違憲」と指摘し、与党推薦１人も慎重審議を求めました。東京慈恵会医科大学の小沢隆一教授は存立危機事態について「歯止めのない集団的自衛権行使につながりかねない」と指摘。自衛隊の「後方支援」活動も「武力行使に該当」するとして、いずれも「憲法９条に反する」と廃案を求めました。首都大学東京の木村草太准教授は「存立危機事態条項は、日本への武力攻撃の着手のない段階での武力行使を根拠づけるもので明白に憲法違反だ」と指摘しました。法政大学の山口二郎教授は「専守防衛を逸脱するものであり、憲法違反だ」と強調。「政治の世界に反知性主義がまん延」していると批判しました。　　　　　　　　　　　　　　　ｐｐ「早期採決」を強行するのは、背景に国民の世論と運動に厳しく追い詰められた状況に安倍政権があるからです。審議をすればするほど「違憲」批判と疑問が拡大し、答弁も混迷を深めています。（「違憲」はどれだけ審議をしても「合憲」にはなりません）
「労働者派遣法改悪案」参院本会議　審議入り
安倍内閣が今国会で成立を狙うもう１つの重要法案「労働者派遣法改悪案」が８日の参院本会議で審議入りしました。「改悪案」では、派遣労働者が法改定で直接雇用の道が閉ざされ、４割にまで広がった非正規雇用、低賃金・不安定雇用をさらに広げる、格差と貧困をより深刻にし日本の活力を奪い国内需要まで冷え込ませ、人を替えたり部署を変えれば永続的に派遣を使い続けられるものです。常用代替禁止の原則は実効性を失い、正社員を派遣で置き換えることができます。　ｐ日本共産党は、直接雇用・正社員化と同一労働・同一賃金こそ実行すべきと要求しています。
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４９７円　　日曜版　月８２３円
桑名市議団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/　　　　　

ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野宅）　　
桑名の健康増進施設（多度町に建設予定）入札不調　　　　　ー誤った政策・方針は改める勇気をー
７月６日で締め切られた「多度温泉・健康増進施設」へのＰＦＩ参加企業はありませんでした。伊藤市長の面目は丸潰れです。（公民連携はそんなに甘くはない。）桑名市は「（仮称）桑名市健康増進施設整備・運営事業における募集」をＰＦＩの形で参加企業を参加予定企業の要望を聞き入れて期日を延長してまで待っていましたが、参加企業はありませんでした。
　すぐにも事業の推進を諦めて、導入可能だと言っていたコンサルを訴えるべきなのに、公表もせずに、１０日の「健康増進施設PFI事業者選定委員会」に報告しました。この事業こそ後世に負の遺産を残し、借金漬けにするものです。全国各地で自治体の行う温泉事業は何年も前から失敗しており、今更やろうとするところはありません。ＰＦＩ然りです。ちゃんとした見解のもと公表すべきです。延長戦はありません。
【２０１５年６月議会の星野公平議員の発言から】市長が、積極的にやろうとしている「健康増進施設」は、健康には関係ない「ハコモノ」行政ではないか。必要性が本当にあるのか。無理やり「ＰＦＩ」手法を持ち出し、市民を騙そうとしているとしか思えません。桑名市は、「公民連携」の言葉のもと、税金を使わず、民間にやらせようとしていますが、そんなおいしい話はありません。参加企業が無いことを祈っています。（質問時間の関係で答弁は求めませんでした。）
新国立競技場　財源示せず、契約はやめよ（国会で論戦）
２０２０年東京五輪・パラリンピックの主会場となる新国立競技場は総工費が２５２０億円まで膨れ上がっています。下村文部科学大臣は、その財源の見通しが立っていないことを国会で初めて認め、ずさんな計画であることが浮き彫りになりました。世論調査でも８割が見直しを求めている新国立競技場の計画は国民から支持されておりません。読売新聞系の報知スポーツでは、デザイン選考の審査委員長を務めた建築家の安藤忠雄氏は「何でこんなに増えてるのか、分からへんねん」。東京都の舛添知事は「べらぼうに高いな、という印象は持ってますが、技術的には判断できない」と報道しています。
教育福祉委員会行政視察報告
７月１３日―１４日と、長岡京市（京都府）と奈良市（昨年に続いてですが、昨年のテーマは「音楽療法」でした。）を訪問してきました。　　　　　　　　　　
長岡京市の「認知症施策」の８つの「総合推進事業」について紹介してもらう。
1、 「認知症地域支援推進員」の設置（平成２４年５月より）
精神系の病院に委託し、地域での日常生活・家族支援として、介護と医療の連携を強化
2、 「認知症・介護予防講座」（平成２４年度より）
同じ病院に委託し、年に数回数十人規模で実施（単発講座）、市民公開講座も
3、 「認知症初期集中支援チーム」（平成２５年度より）
社協（地域包括支援センター）に委託し、早期診断・早期対応に向けた支援体制を構築
4、 「認知症対応型カフェ事業」（平成２４年１１月より）
オレンジカフェ（医療機関型）、オレンジスペース（サロン型）、オレンジバスケット（出前型）の３種類。１回５名程度で、自己負担は無し。
5、 「認知症サポーター」養成
中学生にも拡大し、登録数累計３,２２６名（人口約７万人）
6、 「認知症高齢者やすらぎ支援事業」
認知症高齢者を対象に、やすらぎ支援員が居宅を訪問し、見守りや傾聴を行う
7、 「認知症チェック」「これって認知症？」「わたしも認知症？」（平成２７
年２月より）
無料で「ものわすれ検診」を実施。京都府の補助金で、区切りの年の方にアンケート用紙（問診票）を渡して診療所で受診する
8、 「おでかけあんしん見守り事業」（徘徊ＳＯＳネットワークを平成２６年
度より見直し）
行方不明になるおそれのある市民が安心して暮らせる地域づくりを目指す。事前登録制度
【感想】認知症施策について、桑名とさほど変わりませんでしたが、「ものわすれ検診」が特出していました。介護保険はずしの新総合事業は平成２９年度までにやればよいと言う事でのんびりしていました。１点に絞らず、介護保険全体についても論議したかった。
奈良市「学校施設の防災力強化プロジェクトについて」丁寧に８０分説明して頂く。
平成２４年度からの文科省の委託事業。予算は、平成２４年度１８０万円、平成２５年度３１０万円、平成２６年度５００万円（大半が仙台への視察費用）
1、 目的
南海トラフはよりも活断層（奈良盆地東縁）、防災意識が低い。地域連携、地域はコミュニティの指導、学校は早く再開を。中学生に出来ることは、防災リーダー、地域との関わり
2、 組織　会議とワーキング
3、 概要
1 心に火をつける　モデル校の選定、視察前のワーキング（地域コーディ
ネ―タ―）、仙台の中学校の視察・交流、視察後のワーキング
2 活動する　抜き打ち避難訓練、校内安全点検、防災対策、地域の行事へ
の参加
3 発表する　生徒総会、ポスターセッション
4 成果　やる気と責任感、学校全体の取組みに発展、地域の防災意識の向
上（防災伝道師、地域連携強化）、地域以外へも
【感想と疑問】先生方は大変だったと思う。準備などの時間が相当かかっているはずだ。防災のソフトの分野が良く分かった。文科省はこの事業の経験をどう生かすのか。
長良川河口堰　一連の報道と観察会・シンポの内容
テレビは、ＮＨＫ（６日）と名古屋テレビ（７日）が報道した。新聞は、朝日と中日が特集を組んだ（岐阜新聞も報道している模様）。しんぶん赤旗も２回に分けて報道した。
【朝日新聞】「長良川河口堰２０年」で３日間特集（７月４日から）
（上）膨らむ矛盾　水余りで奇妙な取引、木曽の水３倍値で「長良」に、洪水対策の根拠も疑問　（中）進まぬ再生　ヨシ激減川やせる、消えるすみか増えるヘドロ、生態系の議論足らず　（下）川と生きる　ダムなき治水へ一石、反対運動全国に波及、水害備え建築規制も（川辺川）
【中日新聞】「検証」長良川河口堰運用開始から２０年（７月６日から５回特集）
①無限の金「原発と一緒」　②治水効果不透明なまま　③消えた下流域のアユ漁

④息吹き返す“河川ムラ”　⑤「開門調査」耳ふさぐ国

他に１面と社会面でも紹介。地方版では、利水県内８％とヤマトシジミ激減
【しんぶん赤旗】７月６日　シンポジウムの状況（全国版）に掲載。７月１０日　河口堰運用２０年「長良川の今」環境観察会の様子（地方版）　　　　　　　　
４日に現地観察会。
参加６０人（含むマスコミ）、船６艘。船に乗り、揖斐川河口、長良川河口堰下と上で川底の砂・泥の採取　①揖斐川河口　砂状、シジミ１つ、酸化還元電位＋２００　② 長良川河口堰下　泥状、臭い硫化鉄の臭い、酸化還元電位―２００　③ 長良川河口堰上　泥状、臭い硫化鉄の臭い（下ほどではない）、酸化還元電位―１００　
河口堰上でヨシ原の観察　面から線に、今は点状。　揖斐川、長良川、木曽川で生物の観察　雨のため不参加、長良川を除いてベンケイガ二が沢山取れた様。
５日に長良川国際会議場（岐阜市）でシンポジウムなど。（参加者３００人）      ① 主催者の挨拶報告 ② 漁師の若手とベテランのトーク　③ ミニライブ「あァ　開聞岳！」④ 熊本県の荒瀬ダム撤去運動 ⑤ 茨城県の霞ケ浦導水事業見直し運動　⑥ 長良川、魚が減り、ヨシ原も激減　⑦ 開門調査を求める「宣言」を採択。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース
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発行　　　　日本共産党桑名市議員団 　☎２４－１３１０


発行場所　桑名市中央町２－３７　桑名市役所議員控室


自宅　　　　桑名市立花町１－１４－７ 　☎２２－２９７５













































































